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 （ 公 印 省 略 ） 

地域脱炭素化促進事業制度の運用にあたっての留意事項等について（通知） 

日頃より、地球温暖化対策の推進に御協力をいただき厚く御礼申し上げる。 

一部の再生可能エネルギー事業に対する地域の受容性が低下し、地域社会との共生が課題とな

っている中、令和３年度の地球温暖化対策の推進に関する法律（平成 10 年法律第 117 号。以下「法」

という。）の改正により、地域で合意形成を図りつつ、環境に適正に配慮し、地域に裨益する、地

域共生型の再生可能エネルギーの導入拡大を推進する仕組みとして、地域脱炭素化促進事業制度

が創設された。当該制度の施行における留意事項等については、「地球温暖化対策の推進に関する

法律の一部を改正する法律の施行等について」（令和４年４月１日付環政計発第 2204017 号）で周

知したところであり、令和６年５月末時点で、全国 36 市町村が地域脱炭素化促進事業の対象とな

る区域（以下「促進区域」という。）を設定し、28 府県が促進区域の設定に関する基準（以下「都

道府県基準」という。）を策定し、また、１件の事業計画認定がなされるなど、制度の活用が進ん

でいる。 

今後、2050 年ゼロエミッション、2030 年度 46％削減目標の達成に向けて、更なる制度の活用が

求められていることから、令和６年６月 19 日に地球温暖化対策の推進に関する法律の一部を改正

する法律（令和６年法律第 56 号。以下「改正法」という。）が公布され、地域脱炭素化促進事業

制度の拡充等が行われた。こうした状況を踏まえ、地域脱炭素化促進事業制度の適切な運用に向

けた留意事項等について、改めて下記のとおり通知することとする。これらの事項に十分留意の

上、その運用に遺憾なきを期するとともに、貴管下市町村（特別区を含む。）に対しては、貴職よ

り周知願いたい。 

なお、本通知は地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項の規定に基づく技

術的な助言であることを申し添える。 

記

１．地域脱炭素化促進事業制度の拡充 

改正法により地域脱炭素化促進事業制度の拡充等が行われたところであり、改正法の概要につ

いては別紙１を参照されたい。地域共生型の再生可能エネルギー導入拡大に向けた当該制度の拡

充については、令和７年４月１日に施行される予定であり、その概要については以下のとおりで

ある。なお、改正法に係る留意事項等については、地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・

実施マニュアル（地域脱炭素化促進事業編）（令和６年４月）の改定及び改正法の施行通知等で別



途お示しする予定である。 

（１）都道府県及び市町村による地域脱炭素化促進事業の促進に関する事項の共同策定   

現状、市町村のみが定める地域脱炭素化促進事業の促進に関する事項について、都道府県及び

市町村が共同して定めることができることとする。広域自治体たる都道府県が関与することで、

市町村間の調整等が円滑に行われ、より広域的な観点から促進区域の設定が行われることが期待

される。 

 

（２）都道府県による地域脱炭素化促進事業計画の認定等  

都道府県及び市町村が共同して地域脱炭素化促進事業の促進に関する事項を定めた場合、２以

上の市町村にわたる地域脱炭素化促進事業計画の認定等については、都道府県が処理することと

する。  

 

（３）認定地域脱炭素化促進事業に係る特例措置の対象となる手続の追加   

認定地域脱炭素化促進事業に係る特例措置である、関係許認可手続のワンストップ化の対象に、

宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和 36 年法律第 191 号）第 12 条第１項及び第 30 条第１項に基

づく許可手続を追加することとする。  

 

２．地域脱炭素化促進事業の促進に関する事項を定める際の留意事項 

（１）地方公共団体実行計画（区域施策編）において地域脱炭素化促進事業の促進に関する事項  

のみを定める場合について 

法第 21 条第５項に基づき、市町村は、地方公共団体実行計画において法第 21 条第３項各号に

掲げる事項を定める場合において、地域脱炭素化促進事業の促進に関する事項を定めるよう努め

ることとされている。地方公共団体実行計画において位置付けられた区域の将来像、区域全体の

温室効果ガス削減目標や、再生可能エネルギーの導入目標等を踏まえながら、それらの目標を実

現するための施策として、地域脱炭素化促進事業の促進に関する事項を検討していくことが基本

的な考え方となる。そのため、法第 21 条第３項に基づき、区域の自然的社会的条件に応じて温室

効果ガスの排出の量の削減等を行うための施策に関する事項を定めた地方公共団体実行計画（以

下「地方公共団体実行計画（区域施策編）」という。）において、併せて地域脱炭素化促進事業の

促進に関する事項を定めることが原則となる。 

一方で、都道府県、政令市、中核市及び施行時特例市（以下「都道府県等」という。）以外の市

町村は、法第 21 条第３項各号を規定することが努力義務とされており、これらの市町村において

は地方公共団体実行計画（区域施策編）が策定されていない場合もある。令和５年８月に公表さ

れた、「「地域脱炭素を推進するための地方公共団体実行計画制度等に関する検討会」とりまとめ」

においては、地域脱炭素化促進事業制度の課題として、「促進区域等の設定に当たって、地方公共

団体実行計画（区域施策編）の策定が必要である等、前提となる作業が市町村の負担となってお

り、再生可能エネルギー導入可能量等を見極めた上で、より実効的な計画を策定するという観点

からも、地方公共団体実行計画（区域施策編）の前提となる促進区域設定も考えられるのではな

いか。」との指摘がなされ、対応の方向性として「促進区域設定手続の柔軟性を高めるため、地方

公共団体実行計画（区域施策編）の策定に先立って、促進区域の設定を可能とする等、制度的な

対応を含め、必要な措置を検討する。」ことが提言されたところである。 

このような状況を踏まえ地域脱炭素化促進事業の促進に関する事項の定め方について整理を行

った結果、都道府県等以外の市町村については、事業提案型の促進区域設定を行う場合や、都道

府県及び市町村が共同して促進区域の設定を行う場合など、地域脱炭素化促進事業の促進に関す



る事項のみを定めた地方公共団体実行計画（区域施策編）を策定することも差し支えない。その

場合、地域脱炭素化促進事業の促進に関する事項が、法第 21条第３項第１号及び第５号の事項を

兼ねることとなるが、法第 21 条第３項各号に規定するその他の事項を含めて記載を拡充していく

よう努めること。 

 

（２）地域脱炭素化促進事業の促進に関する事項の定め方について  

地方公共団体実行計画（区域施策編）において地域脱炭素化促進事業の促進に関する事項を定

める際に、法第 21条第５項各号に掲げる事項の全てが規定されていない事例が見られる。地域脱

炭素化促進事業は、法第２条第６項により、地域脱炭素化促進施設の整備及びその他の地域の脱

炭素化のための取組を一体的に行う事業であって、地域の環境の保全のための取組並びに地域の

経済及び社会の持続的発展に資する取組を併せて行うものと定義されている。法第 22 条の２第１

項においては、地域脱炭素化促進事業を行おうとする者は、地域脱炭素化促進事業計画を作成し、

地方公共団体実行計画（法第 21 条第５項各号に掲げる事項が定められたものに限る。）を策定し

た市町村の認定を申請することができることとされている。そのため、地域脱炭素化促進事業の

促進に関する事項を定める際には、法第 21 条第５項第２号に基づく促進区域のみならず、法第 21

条第５項各号に掲げる事項全てを定める必要があることに留意されたい。 

 

３．都道府県基準を定める際の留意事項  

 地域脱炭素化促進事業制度は、地域で合意形成を図りつつ、環境に適正に配慮し、地域に裨益

する、地域共生型の再生可能エネルギーの導入拡大を推進する仕組みである。地域資源である豊

富な再生可能エネルギーのポテンシャルを有効利用することで、地域の経済収支の改善等、地域

課題の解決につなげることができる。こうした観点から、市町村が地域の実情に応じて、中長期

的な地域の最適な土地利用の在り方を含め、望ましい地域共生型再生可能エネルギーの在り方に

ついて地域で議論し、合意形成を図ることが重要となる。都道府県基準の設定に当たっては、管

内市町村がこうした制度趣旨に沿って促進区域の設定に取り組むことができるよう留意されたい。

また、都道府県基準は、法第 21 条第７項に基づき、地球温暖化対策の推進に関する法律施行規則

（平成 11 年総理府令第 31 号）第５条の３から第５条の６までにおいて定める考え方に基づいて

定めることとされている。したがって、都道府県基準は、その区域の自然的社会的条件に適した

再生可能エネルギーの利用の促進に関する事項として、地域の自然的社会的条件に応じた環境の

保全に適正に配慮し、かつ都道府県の再生可能エネルギー導入目標との整合性や再生可能エネル

ギーの種類毎のポテンシャルを踏まえた上で策定するよう留意されたい。 

 

４．再生可能エネルギー発電設備に係る課税標準の特例措置  

再生可能エネルギー発電設備に係る固定資産税の課税標準の特例措置について見直しが行われ、

認定地域脱炭素化促進事業計画に従って取得した一定の太陽光発電設備について、令和６年度か

ら課税標準の特例措置の対象となった。特例措置の概要については別紙２のとおりであるため、

参考にされたい。 



別紙１ 

 



別紙２ 

 

 


